
１　令和元年度（2019年度）看護職員確保・養成等に関する対策

看護に関する
啓発

(17)訪問看護ステーションアドバイザー派遣事業

（18）訪問看護師等人材育成事業

（19）訪問看護サービス相談対応強化事業

看護職員の
就業の促進

看護職員の
資質の向上

(13)圏域における看護職員継続教育推進事業

看護職員の
勤務環境改善

Ⅲ　看護職員確保対策

看護教育の
充実

(６)病院内保育所運営事業

(12)新人看護職員研修事業

看護学生の
県内定着の促進

(９)小規模訪問看護ステーション経営支援事業

看護職員の確保と資
質の向上（保健師、
助産師、看護師、准

看護師）

(１)看護師等養成所運営費補助事業

(２)看護教員等養成・研修事業

(５)ナースセンター事業
（潜在看護職員等再就業支援研修事業含む）

(３)看護師等修学資金貸与事業

(10)医療勤務環境改善支援センター事業

(８)外国人看護師候補者就労研修支援事業

(11)医療従事者勤務環境改善施設・設備整備事業

(15)在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業

(14)地域保健関係職員等研修事業

(21)優良看護職員知事表彰事業

(20)高校生の一日看護体験・看護学生体験事業

(16)医療依存度の高い患者の在宅療養に関わる看護職支援事業

(７)医療従事者宿舎施設整備事業

(４)看護学生県内定着促進事業
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２　令和元年度（2019年度）看護行政トピックス

ナースセンター事業

保健師、助産師、看護師、准看護師の資格を

持つ未就業の方に、県内の医療機関等の求人

情報等を紹介するなど、就業を支援します。

～主な事業内容～ くまもと復興応援ナース

看護師等修学資金貸与事業

看護師等を養成する看護師等学校養成所の在学者に、修学資金を貸与し、

修学を容易にすることにより、県内の看護職員の確保を図ります。

看護師等を目指す看護学生を応援

看護学生に修学資金を貸与 看護師等として、

免除対象施設へ勤務
修学資金の返還免除

卒業・試験に合格 一定期間就業

在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業

在宅看護に係る分野の認定看護師等の資格取得に必要な経費を助成することにより、

需要が高まっている在宅医療を担う人材の確保と質の向上を図ります。

看護師等の就業を応援

キャリアアップを応援

就業に関する相談支援
潜在看護師等

再就業支援研修

相談者の要望に

応じたきめ細かな

就業支援

熊本地震による被災地域

の医療提供体制の回復

に向け、看護師等の

短期間就業を支援

～補助対象～

認定看護師：１４分野（在宅看護に係るもの）

認定看護管理者：サードレベル

特定行為研修修了者：２１区分全て

特定行為研修指導者

より質の高い看護ケアに

関する知識・技術を習得！

ケアが必要な方やその家族に対し、

適切な看護を提供します！

ナースバンク

【離職時等の届出制度】

看護師等が離職する際や免許を持ちながら看護職に

就いていない方がナースセンターに届出をします。

⇒届出をした方に対し、求人している医療機関等

の情報をお伝えし、就業を支援します。
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へき地を有しない
圏域に所在

へき地を有する
圏域に所在

200床以上
（※を除く）

対象外

200床未満
（※を含む）

熊本市
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５年

５年
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（特定施設）
診療所

訪問看護ステーション・介護老
人保健施設等その他対象施設

市町村

対象施設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 制度の目的 

  保健師、助産師、看護師又は准看護師養成施設の在学者に修学資金を貸与し、修学を容易

にすることにより、県内の看護職員の確保・充実を図るものです。 

 

２ 制度の概要 

対象者 看護師等学校養成所に在学し、卒業及び免許取得後、熊本県内の免除対象施

設において看護業務に従事する予定の者（熊本県以外の出身者も対象となりま

す）。 

貸与額 

民間立

国公立

民間立

国公立

貸与月額 貸与年額

３６，０００円

３２，０００円

２１，０００円

１５，０００円

４３２，０００円

３８４，０００円

２５２，０００円

１８０，０００円

保健師・助産師・看護師

准看護師

区　　　　　分 学校養成所

 

貸与期間  １年間（継続申請可能です。） 
 

３ 返還の免除条件（平成30年度（2018年度）貸与者から免除条件を変更） 

卒業後２年以内に免許を取得し、直ちに条例で定める施設で看護職員として下表の期間就

業した場合、返還の債務が免除されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 ※精神病床が80％以上の病院等 

 

４ 「返還」が必要となるケース 

修学生に以下のような事由が生じた場合、修学資金を返還しなければなりません。 

  ①修学資金の貸与契約が解除されたとき（辞退、退学または在学中の死亡） 

②卒業後、２年以内に看護職員の免許を取得しなかったとき 

③卒業後、直ちに条例で定める施設等において看護業務に従事しなかったとき 

④卒業後、直ちに業務に従事したが、返還債務の免除を受ける前に業務外の事由により 

死亡し、又は施設等において看護業務に従事しなくなったとき 

 

©2010 

熊本県くまモン 

 

【制度についてのお問合せ先】 

熊本県健康福祉部健康局 医療政策課 看護班 

℡：０９６-３３３-２２０６ 

©2010 

熊本県くまモン 
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熊本県くまモン 

 

へき地等に所在する施設

については、就業期間を

３年に短縮しました！ 

200 床以上の病院（熊

本市を除く）も新たに対

象になりました！ 

詳細は県ホームページを 

ご覧ください！ ⇒⇒⇒ 
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